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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第11期
第２四半期
累計期間

第12期
第２四半期
累計期間

第11期
第２四半期
会計期間

第12期
第２四半期
会計期間

第11期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成20年
    ７月１日
至  平成20年
    ９月30日

自  平成21年
    ７月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (千円) 2,206,46979,2172,108,29631,5833,776,809

経常損失 (千円) 721,480 299,230 577,972 100,7591,474,028

四半期(当期)純損失 (千円) 881,179 318,049 736,173 119,1031,635,499

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 586,125 625,057 586,125

発行済株式総数 (株) ― ― 64,200 70,705 64,200

純資産額 (千円) ― ― 1,202,323209,698 447,919

総資産額 (千円) ― ― 4,570,1562,130,9812,484,138

１株当たり純資産額 (円) ― ― 18,706.662,897.426,951.25

１株当たり四半期
(当期)純損失金額

(円) 13,725.534,732.5911,466.871,691.7325,513.22

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 26.3 9.6 17.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 649,582△239,479 ― ― 1,513,333

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △21,078 32,408 ― ― △18,741

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,355,15636,796 ― ― △2,644,158

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,011,270418,083 588,357

従業員数 (人) ― ― 40 25 31

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結累計(会計)期間等に係る主要な経営指標

等の推移については記載しておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。

４  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半

期(当期)純損失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名) 25 (1)

(注) １  従業員数は就業人員であります。

２  従業員数欄の(外書)は、臨時従業員(パートタイマー)の当第２四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社は、プリンシパルインベストメント事業、ソリューション事業を主体としており、生産業務を定義

することが困難であるため、生産実績の記載は省略しております。

　

(2) 受注実績

当社は、受注生産を行っていないため、受注実績の記載は省略しております。

　

(3) 販売実績

当第２四半期会計期間における販売実績を事業別に示すと、次のとおりであります。

　

事業 販売高 (千円) 前年同四半期比 (％)

プリンシパルインベストメント事業 ― ―

ソリューション事業 31,583 △65.1

合計 31,583 △98.5

(注) １  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

前第２四半期会計期間 当第２四半期会計期間

販売高 (千円) 割合 (％) 販売高 (千円) 割合 (％)

㈱セブン＆アイ・フード
システムズ

(注) ３ (注) ３ 6,653 21.1

鳩物産㈱ ― ― 4,725 15.0

財団法人新技術振興渡辺
記念会

(注) ３ (注) ３ 3,919 12.4

㈱ＫＴＩ 877,657 41.6 ― ―

個人 599,519 28.4 ― ―

㈱瑞鳳 451,832 21.4 (注) ３ (注) ３

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３  総販売実績に対する割合が100分の10未満であるため記載を省略しております。
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報告書に記

載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　

将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況その他経営

に重要な影響を及ぼす事象

当社は、前事業年度において現金及び現金同等物が1,149,566千円減少し、当第２四半期累計期間に

おいても、株式の発行による収入が76,962千円あったものの、営業活動によるキャッシュ・フローが△

239,479千円であったこと等により、現金及び現金同等物が170,274千円減少しました。このような状況

において、返済期限が迫っていた金融機関からの借入金について、金融機関との間で返済条件の変更に

関し、合意が得られたことにより延滞は生じておりません。今後においては、不動産売買取引の流動性

の著しい低下等の影響により、販売用不動産を計画どおりに取得できない場合、または計画から大きく

下回る価格にて売却せざるを得ない場合、もしくは売却そのものが難しい場合には、資金繰りが著しく

悪化し、借入金の弁済が困難となる可能性があります。

このような状況から、当社には継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が依然

として存在しております。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　

１. 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する分析・検討内容

(1) 経営成績の分析

当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策等による株式市場の回復傾向や生産

および輸出における持ち直し感はあるものの、企業収益が大幅に減少する中、雇用環境の更なる悪化や

個人消費低迷の長期化など、景気は依然として厳しい状況で推移しました。

当社が属する不動産業界は、一部に不動産価格の下げ止まり感が見えつつも、金融危機の影響による

金融機関の不動産関連融資に対する厳格姿勢に大幅な改善は見られず、不動産売買取引の流動性は著

しく低下した状態が続いております。また、景気後退を受け、オフィスビルのテナントが経費削減のた

めに賃料水準の低いビルへの移転や賃借面積の縮小等を行う傾向にあり、オフィスビルの空室率は上

昇し、賃料水準は低下傾向が続くなど、厳しい事業環境が継続しております。

このような状況下、当社は、事業法人や個人投資家のニーズに適した比較的小規模な物件への取り組

みと売買仲介業務に鋭意注力すると共に、役員報酬の減額や本社事務所の移転等による固定費の圧縮

に努めてまいりました。

しかしながら、流動性が著しく低下した不動産売買取引市場において、物件の取得・売却には至ら

ず、また、当第２四半期会計期間末に保有している販売用不動産について124,748千円のたな卸資産評

価損を計上いたしました。

これらにより、当第２四半期会計期間の売上高は31,583千円(前年同四半期比98.5％減)、営業損失は

90,699千円(前年同四半期は営業損失547,699千円)、経常損失は100,759千円(前年同四半期は経常損失

577,972千円)、四半期純損失は119,103千円(前年同四半期は四半期純損失736,173千円)となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期会計期間末の資産につきましては、流動資産は前事業年度末に比べ308,497千円減少し

2,092,480千円となりました。これは主として現金及び預金が168,274千円減少したこと、および保有不

動産についてたな卸資産評価損を計上したこと等に伴い販売用不動産が124,872千円減少したことに

よるものです。固定資産は前事業年度末に比べ44,658千円減少し38,501千円となりました。これは主と

して本社事務所移転により新本社事務所の敷金16,231千円を差し入れたものの、旧本社事務所の敷金

55,019千円を回収したことによるものです。この結果、資産合計は前事業年度末に比べ353,156千円減

少し2,130,981千円となりました。

負債につきましては、流動負債は前事業年度末に比べ84,935千円減少し1,051,283千円となりまし

た。これは主として前事業年度分の確定消費税73,692千円を納付したことによるものです。固定負債は

前事業年度末に比べ30,000千円減少し870,000千円となりました。これは長期借入金のうち30,000千円

返済したことによるものです。この結果、負債合計は前事業年度末に比べ114,935千円減少し1,921,283

千円となりました。
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純資産につきましては、前事業年度末に比べ238,220千円減少し209,698千円となりました。これは主

として第三者割当による新株式発行について77,864千円の払込があったものの、四半期純損失318,049

千円を計上したことによるものです。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)の残高は、第１四半期

会計期間末に比べ61,062千円減少(前年同四半期は362,437千円の減少)し418,083千円となりました。

また、当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動に使用した資金は78,018千円(前年同四半期は1,811,210千円の獲得)となりました。これは

主として税引前四半期純損失119,088千円を計上したことによるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果得られた資金は47,930千円(前年同四半期は7,430千円の使用)となりました。これは

主として本社事務所移転により旧本社事務所の敷金55,019千円を回収したことによるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動に使用した資金は30,974千円(前年同四半期は2,166,218千円の使用)となりました。これは

主として長期借入金のうち30,000千円返済したことによるものです。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

　

２. 事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は

改善するための対応策

米国のサブプライムローン問題に端を発した世界的な金融危機の影響から、金融機関による不動産関

連融資への厳格姿勢が継続していること等に起因して、不動産売買取引の流動性が著しく低下した状態

が続いております。このような状況において、返済期限が迫っていた金融機関からの借入金について、金

融機関との間で返済条件の変更に関し、合意が得られたことにより延滞は生じておりません。今後におい

ては、不動産売買取引の流動性の著しい低下等の影響により、販売用不動産を計画どおりに取得できない

場合、または計画から大きく下回る価格にて売却せざるを得ない場合、もしくは売却そのものが難しい場

合には、資金繰りが著しく悪化し、借入金の弁済が困難となる可能性があります。

このような状況から、当社には継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が依然と

して存在しております。
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当社は、当該状況を早期に解消すべく、以下の施策に取り組んでおります。

　

①  財務基盤の安定化

今後弁済期日を迎える借入金については、担保設定対象となっている不動産を売却していく際に、そ

の資金回収額が当該設定金額を下回ることも予想されるため、全額返済に充ててもなお不足金額が発

生する場合を想定して、取引金融機関と緊密な関係を維持し、返済条件の変更等へ向けて更に協議を進

めてまいります。

また、資本の早急な充足を図るため、直接金融も視野に入れた多様な資金調達手段を駆使して財務体

質の強化に努めてまいりたいと考えております。

　

②  コストの削減

本社事務所の移転による賃料削減、役員報酬の減額、人員削減等の合理化および従業員の成果主義を

徹底した報酬体系への見直し等により、固定費の圧縮に取り組んでおります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期会計期間に本社を移転したことに伴い、以下の設備を取得いたしました。

　

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)建物附属設備

(千円)
工具、器具及び備品

(千円)
合計
(千円)

本社
(東京都渋谷区)

本社設備 4,450 968 5,418 25

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

当第２四半期会計期間に本社を移転したことに伴い、以下の旧本社の設備を除却いたしました。

　

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)建物附属設備

(千円)
工具、器具及び備品

(千円)
合計
(千円)

旧本社
(東京都渋谷区)

旧本社設備 6,810 671 7,482 ―

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

第１四半期会計期間末に計画中であった本社の移転につきましては、平成21年７月に完了いたしまし

た。これに伴う設備の変更は、(1) 主要な設備の状況 に記載のとおりであります。

なお、当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数 (株)

普通株式 256,800

計 256,800

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数 (株)
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数 (株)

(平成21年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 70,705 70,705
東京証券取引所
(マザーズ)

単元株制度を採用
しておりません。

計 70,705 70,705 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

①  旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであ

ります。

(第１回新株予約権)

平成18年３月27日臨時株主総会決議

　
第２四半期会計期間末現在
(平成21年９月30日)

新株予約権の数 (個) 　 722 (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 (個) 　 ― 　

新株予約権の目的となる株式の種類
　 普通株式 　

なお、単元株制度を採用
しておりません。

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 　 722 (注)１、２

新株予約権の行使時の払込金額 (円) 　 30,612
(注)
２、３、４

新株予約権の行使期間
平成20年12月１日から
平成25年11月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 (円)

  発行価格 30,612 (注)
２、３、４  資本組入額 15,306

新株予約権の行使の条件 　 　 (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 　 　 (注)６

代用払込みに関する事項 　 ― 　

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　 ― 　

(注) １  新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。
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２  平成18年５月８日開催の取締役会決議により、平成18年５月31日付で普通株式１株を２株に分割しておりま

す。これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

３  平成21年６月12日開催の取締役会決議により、平成21年６月30日付で第三者割当による新株式の発行をして

おります。これにより、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

４  株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切上げます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

    また、当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使

価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げます。

　 　 既発行
×

調整前
＋
新規発行又は

×
１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝
株式数 行使価額 処分株式数 又は処分価額

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分株式数

５  新株予約権の行使の条件

新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要します。ただし、相続に

より新株予約権を取得した場合はこの限りではありません。

新株予約権発行時において当社の取締役、監査役並びに従業員であった者は、新株予約権行使時においても当

社、当社子会社又は当社の関係会社の役員、監査役又は従業員であることを要します。ただし、任期満了による

退任、定年退職並びに相続により新株予約権を取得した場合はこの限りではありません。

その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決議により決定するものとします。

６  新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡は取締役会の承認を要します。

　

②  会社法第236条、第238条及び第240条に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

(第２回新株予約権)

平成20年６月19日取締役会決議

　
第２四半期会計期間末現在
(平成21年９月30日)

新株予約権の数 (個) 　 1,750 (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 (個) 　     ― 　

新株予約権の目的となる株式の種類
　 普通株式 　

なお、単元株制度を採用
しておりません。

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 　 1,750 (注)１

新株予約権の行使時の払込金額 (円) 　 24,565 (注)２、３

新株予約権の行使期間
平成23年７月１日から
平成28年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 (円)

  発行価格 24,565
(注)２、３

  資本組入額 12,283

新株予約権の行使の条件 　 　 (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項 　 　 (注)５

代用払込みに関する事項 　 ― 　

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　 　 (注)６

(注) １  新株予約権の目的である株式の数(以下「付与株式数」という。)は１株であります。なお、付与株式数は、

    割当日後、当社が株式分割(当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下同じ。)又は株式併合を行う場合

    は、次の算式により調整するものとします。ただし、かかる調整は、当該時点で行使されていない新株予約

    権の付与株式数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとし

    ます。
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調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

    また、上記のほか、付与株式の調整を必要とするときは、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとしま

    す。

２  平成21年６月12日開催の取締役会決議により、平成21年６月30日付で第三者割当による新株式の発行をして

おります。これにより、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

３  以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ調整します。

  ⅰ  当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満

      の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

  ⅱ  当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合、又は自己株式を処分する場合は、次の算式により行使価

      額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

　 　 　 　 既発行
＋
新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
株式数 時価

既発行株式数＋新規発行株式数

      上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の数を

      控除した数とし、また自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」と読

      み替えるものとします。

  ⅲ  当社が合併又は会社分割を行う等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併

      又は会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で行使価額を調整するものとします。

４  新株予約権の行使の条件

  ⅰ  新株予約権者は、権利行使時において当社、当社子会社又は当社関連会社の取締役、監査役又は従業員の

      何れかの地位を有していることを要します。ただし、任期満了による退任、定年又は会社都合による退

      職、その他取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではありません。

  ⅱ  新株予約権の権利行使期間の満了前に新株予約権者が死亡した場合は、相続人のうち１名に限り新株予約

      権を承継することができます。ただし、再承継はできません。

  ⅲ  各新株予約権の一部行使はできないものとします。

５  新株予約権の譲渡に関する事項

    新株予約権の全部又は一部につき、第三者に対して譲渡、質権の設定、譲渡担保権の設定、生前譲与その他

    一切の処分行為をすることはできません。

６  組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

    当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割もしくは新設分割(それぞれ当社が分割

    会社となる場合に限る。)、又は株式交換もしくは株式移転(それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

    る。)(以上を総称して以下「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為の効力発生日(吸

    収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割

    につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき

    株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同

    じ。)の直前において残存する新株予約権(以下「残存新株予約権」という。)を保有する新株予約権者に対

    し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下「再編対象

    会社」という。)の新株予約権をそれぞれ交付することとします。この場合においては、残存新株予約権は

    消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとします。但し、以下の条件に沿って再編対象会

    社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契

    約、又は株式移転計画において定めることを条件とします。

  ⅰ  交付する再編対象会社の新株予約権の数

      新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付します。

  ⅱ  新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

      再編対象会社の普通株式とします。

  ⅲ  新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

      組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)１に準じて決定します。

  ⅳ  新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

      交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、(注)３ⅲに従って定める調整後行使価

      額に、上記ⅲに従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られ

      る金額とします。

  ⅴ  新株予約権を行使することができる期間

      上記「新株予約権の行使期間」の開始日又は組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上

      記「新株予約権の行使期間」の満了日までとします。
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  ⅵ  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

      イ  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

          第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の

          端数は、これを切り上げます。

      ロ  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記イ記載の資

          本金等増加限度額から上記イに定める増加する資本金の額を減じた額とします。

  ⅶ  譲渡による新株予約権の取得の制限

      譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要します。

  ⅷ  新株予約権の取得の事由及び条件

      イ  当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、又は、当社が完全

          子会社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転計画書承認の議案につき当社株主総会で

          承認された場合は、取締役会が別途定める日に、当社は、新株予約権を無償で取得することができ

          ます。

      ロ  当社は、新株予約権者が上記「新株予約権の行使の条件」に該当しなくなったことにより権利を行

          使できなくなった場合又は権利を放棄した場合は、新株予約権を無償で取得することができます。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年９月30日 ― 70,705 ― 625,057 ― 395,057

　

(5) 【大株主の状況】

平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総
数に対する
所有株式数の
割合 (％)

上島  規男 東京都品川区 26,118 36.94

有限会社レアリア・インベストメント 東京都品川区大崎一丁目19番13号 19,000 26.87

フィンテック グローバル投資事業有限
責任組合第11号  無限責任組合員
ファーストメイク・リミテッド株式会社

東京都千代田区岩本町二丁目８番９号 5,670 8.02

フィンテック グローバル株式会社 東京都港区虎ノ門四丁目１番28号 835 1.18

堀  紘一 東京都渋谷区 563 0.80

高橋  良郎 東京都世田谷区 502 0.71

北村  礼江 大阪府大阪市西淀川区 500 0.71

株式会社イントランス 東京都渋谷区道玄坂一丁目16番５号 302 0.43

秋元  義彦 栃木県那須塩原市 301 0.43

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 278 0.39

計 ― 54,069 76.47
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数 (株) 議決権の数 (個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式      302― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式   70,403 70,403 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 70,705 ― ―

総株主の議決権 ― 70,403 ―

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合 (％)

株式会社イントランス
東京都渋谷区道玄坂一丁目
16番５号

302 ― 302 0.43

計 ― 302 ― 302 0.43

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月

　
５月

　
６月

　
７月

　
８月

　
９月

最高(円) 15,00013,20017,00015,10013,90012,400

最低(円) 8,60010,05010,10012,40010,25010,200

(注)  株価は、東京証券取引所市場マザーズにおけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期累計期間

(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期

会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期累計期間(平成21年４月１日か

ら平成21年９月30日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間(平成20年７月１日か

ら平成20年９月30日まで)及び前第２四半期累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第２四半期会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２

四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期財務諸表について、新日本有

限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３  四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※２
 420,083 588,357

売掛金 1,914 18,309

販売用不動産 ※２
 1,658,349

※２
 1,783,221

その他 12,133 11,089

流動資産合計 2,092,480 2,400,977

固定資産

有形固定資産 ※１
 13,194

※１
 17,353

無形固定資産 5,312 5,984

投資その他の資産 19,995 59,822

固定資産合計 38,501 83,160

資産合計 2,130,981 2,484,138

負債の部

流動負債

1年内返済予定の長期借入金 ※２
 935,000

※２
 935,000

未払法人税等 2,002 1,601

賞与引当金 4,924 14,856

その他 109,356 184,761

流動負債合計 1,051,283 1,136,218

固定負債

長期借入金 ※２
 870,000

※２
 900,000

固定負債合計 870,000 900,000

負債合計 1,921,283 2,036,218

純資産の部

株主資本

資本金 625,057 586,125

資本剰余金 395,057 356,125

利益剰余金 △813,651 △495,602

自己株式 △2,476 △2,476

株主資本合計 203,987 444,171

新株予約権 5,711 3,748

純資産合計 209,698 447,919

負債純資産合計 2,130,981 2,484,138
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 2,206,469 79,217

売上原価 2,533,730 188,496

売上総損失（△） △327,261 △109,279

販売費及び一般管理費 ※１
 327,207

※１
 161,706

営業損失（△） △654,468 △270,985

営業外収益

受取利息 1,462 94

その他 240 4

営業外収益合計 1,703 99

営業外費用

支払利息 56,953 16,330

社債利息 925 －

借入手数料 9,968 8

支払手数料 － 10,000

株式交付費 － 902

その他 867 1,103

営業外費用合計 68,714 28,344

経常損失（△） △721,480 △299,230

特別損失

固定資産除却損 4,995 14,063

特別退職金 － 4,266

特別損失合計 4,995 18,329

税引前四半期純損失（△） △726,476 △317,559

法人税、住民税及び事業税 566 950

法人税等還付税額 － △460

法人税等調整額 154,136 －

法人税等合計 154,703 489

四半期純損失（△） △881,179 △318,049
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 2,108,296 31,583

売上原価 2,475,274 55,279

売上総損失（△） △366,978 △23,695

販売費及び一般管理費 ※１
 180,721

※１
 67,003

営業損失（△） △547,699 △90,699

営業外収益

受取利息 671 44

その他 233 1

営業外収益合計 904 45

営業外費用

支払利息 30,449 8,209

社債利息 468 －

借入手数料 81 8

株式交付費 － 785

その他 177 1,103

営業外費用合計 31,177 10,106

経常損失（△） △577,972 △100,759

特別損失

固定資産除却損 － 14,063

特別退職金 － 4,266

特別損失合計 － 18,329

税引前四半期純損失（△） △577,972 △119,088

法人税、住民税及び事業税 276 475

法人税等還付税額 － △460

法人税等調整額 157,924 －

法人税等合計 158,200 14

四半期純損失（△） △736,173 △119,103
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △726,476 △317,559

減価償却費 3,119 2,767

賞与引当金の増減額（△は減少） △9,925 △9,931

株式報酬費用 1,356 1,963

受取利息 △1,462 △94

支払利息 56,953 16,330

社債利息 925 －

支払手数料 － 10,000

株式交付費 － 902

固定資産除却損 4,995 7,482

売上債権の増減額（△は増加） △1,996 16,394

前渡金の増減額（△は増加） △5,985 430

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,400,951 124,872

前受金の増減額（△は減少） △8,698 590

その他の資産の増減額（△は増加） 3,041 △1,257

その他の負債の増減額（△は減少） △22,186 △75,908

小計 694,613 △223,017

利息の受取額 1,600 97

利息の支払額 △56,198 △16,549

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 9,567 △9

営業活動によるキャッシュ・フロー 649,582 △239,479

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △21,478 △5,418

無形固定資産の取得による支出 △6,720 －

定期預金の預入による支出 － △2,000

出資金の回収による収入 － 30

差入保証金の回収による収入 － 300

敷金の回収による収入 7,830 55,729

敷金の差入による支出 △710 △16,231

投資活動によるキャッシュ・フロー △21,078 32,408

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 64,000 －

短期借入金の返済による支出 △2,234,068 －

長期借入れによる収入 900,000 －

長期借入金の返済による支出 △41,026 △30,000

株式の発行による収入 － 76,962

手数料の支払額 － △10,000

配当金の支払額 △44,062 △165

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,355,156 36,796
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（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △726,653 △170,274

現金及び現金同等物の期首残高 1,737,923 588,357

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 1,011,270

※１
 418,083
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【継続企業の前提に関する注記】

当第２四半期会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

当社は、前事業年度において現金及び現金同等物が1,149,566千円減少し、当第２四半期累計期間にお

いても、株式の発行による収入が76,962千円あったものの、営業活動によるキャッシュ・フローが△

239,479千円であったこと等により、現金及び現金同等物が170,274千円減少しました。このような状況に

おいて、返済期限が迫っていた金融機関からの借入金について、金融機関との間で返済条件の変更に関

し、合意が得られたことにより延滞は生じておりません。今後においては、不動産売買取引の流動性の著

しい低下等の影響により、販売用不動産を計画どおりに取得できない場合、または計画から大きく下回る

価格にて売却せざるを得ない場合、もしくは売却そのものが難しい場合には、資金繰りが著しく悪化し、

借入金の弁済が困難となる可能性があります。

このような状況から、当社には継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が依然と

して存在しております。

当社は、当該状況を早期に解消すべく、以下の施策に取り組んでおります。

　

①  財務基盤の安定化

今後弁済期日を迎える借入金については、担保設定対象となっている不動産を売却していく際に、そ

の資金回収額が当該設定金額を下回ることも予想されるため、全額返済に充ててもなお不足金額が発

生する場合を想定して、取引金融機関と緊密な関係を維持し、返済条件の変更等へ向けて更に協議を進

めてまいります。

また、資本の早急な充足を図るため、直接金融も視野に入れた多様な資金調達手段を駆使して財務体

質の強化に努めてまいりたいと考えております。

　

②  コストの削減

本社事務所の移転による賃料削減、役員報酬の減額、人員削減等の合理化および従業員の成果主義を

徹底した報酬体系への見直し等により、固定費の圧縮に取り組んでおります。

　

しかしながら、これらの対応策を講じても、事業計画にて決定した価格での売却が、不動産市況の更な

る悪化等により予定どおりに進まない可能性があり、また、借入金の返済条件の変更等についても金融機

関と引き続き協議を進めている途上であるため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められます。

なお、四半期財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性

の影響を四半期財務諸表に反映しておりません。
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額 4,885千円

 

※２  担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

販売用不動産 1,658,349千円

      計 1,658,349千円

 

担保付債務は次のとおりであります。

現金及び預金 2,000千円

１年内返済予定の長期借入金 935,000千円

長期借入金 870,000千円

      計 1,807,000千円

※１  有形固定資産の減価償却累計額 5,869千円

 

※２  担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

販売用不動産 1,783,221千円

      計 1,783,221千円

 

担保付債務は次のとおりであります。

１年内返済予定の長期借入金 935,000千円

長期借入金 900,000千円

　　　計 1,835,000千円

　

(四半期損益計算書関係)

第２四半期累計期間

　
前第２四半期累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

※１  販売費に属する費用のおおよその割合は26％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は74％であ

ります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給料手当 88,236千円

減価償却費 3,119千円

支払手数料 77,209千円

賞与引当金繰入額 11,816千円

※１  販売費に属する費用のおおよその割合は９％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は91％であ

ります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬 32,121千円

給料手当 54,964千円

賃借料 23,794千円

減価償却費 2,767千円

賞与引当金繰入額 4,924千円
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第２四半期会計期間

　
前第２四半期会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

※１  販売費に属する費用のおおよその割合は35％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は65％であ

ります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給料手当 43,740千円

減価償却費 1,583千円

支払手数料 62,654千円

賞与引当金繰入額 39千円

※１  販売費に属する費用のおおよその割合は11％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は89％であ

ります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬 15,352千円

給料手当 23,766千円

賃借料 9,348千円

減価償却費 1,378千円

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第２四半期累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年９月30日現在)

現金及び現金同等物の四半期末残高(1,011,270千

円)と四半期貸借対照表に掲記されている科目(現金

及び預金)の金額は同額であります。
 

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年９月30日現在)

現金及び預金 420,083千円

預入期間が３か月超の定期預金 △2,000千円

現金及び現金同等物 418,083千円

　

(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末(平成21年９月30日)及び当第２四半期累計期間(自  平成21年４月１日　至　平

成21年９月30日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式 (株) 70,705

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式 (株) 302

　

３  新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

会社名 目的となる株式の種類 目的となる株式の数 (株)
当第２四半期会計期間末

残高 (千円)

株式会社イントランス ― ― 5,711

　

４  配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

　

　(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日
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が当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、平成21年６月30日付で、フィンテック グローバル株式会社およびフィンテック グローバル投

資事業有限責任組合第11号から第三者割当増資の払込みを受けました。この結果、当第２四半期累計期間

において、資本金が38,932千円、資本準備金が38,932千円増加し、当第２四半期会計期間末において資本

金が625,057千円、資本剰余金が395,057千円となっております。

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社は、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第２四半期会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

１  ストック・オプションに係る当第２四半期会計期間における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費 713千円

　

２  当第２四半期会計期間に付与したストック・オプションの内容

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

当社は、関連会社がありませんので、該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 2,897円42銭
　

　 　

　 6,951円25銭
　

(注）１株当たり純資産額の算定上の基礎
　

項目
当第２四半期会計期間末 
 (平成21年９月30日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額 (千円) 209,698 447,919

普通株式に係る純資産額 (千円) 203,987 444,171

差額の主な内訳 (千円)
新株予約権

 
5,711

 
3,748

普通株式の発行済株式数 (株) 70,705 64,200

普通株式の自己株式数 (株) 302 302

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数 (株)

70,403 63,898

　

２  １株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第２四半期累計期間

　
前第２四半期累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額 13,725円53銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期
純損失であるため記載しておりません。
 

１株当たり四半期純損失金額 4,732円59銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期
純損失であるため記載しておりません。
 

(注)  １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

　

項目
前第２四半期累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純損失 (千円) 881,179 318,049

普通株式に係る四半期純損失 (千円) 881,179 318,049

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数 (株) 64,200 67,204

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前事業年度末から重要な変動が
ある場合の概要
 
 

第２回新株予約権
なお、概要は「第４提出
会社の状況、１株式等の
状況、(2)新株予約権等の
状況 ②」に記載のとお
りであります。

―
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第２四半期会計期間

　
前第２四半期会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額 11,466円87銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期
純損失であるため記載しておりません。
 

１株当たり四半期純損失金額 1,691円73銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期
純損失であるため記載しておりません。
 

(注)  １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

　

項目
前第２四半期会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純損失 (千円) 736,173 119,103

普通株式に係る四半期純損失 (千円) 736,173 119,103

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数 (株) 64,200 70,403

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前事業年度末から重要な変動が
ある場合の概要
 
 

第２回新株予約権
なお、概要は「第４提出
会社の状況、１株式等の
状況、(2)新株予約権等の
状況 ②」に記載のとお
りであります。

―

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月12日

株式会社イントランス

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　布施木　孝　叔　　　　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　飯　畑　史　朗　　　　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社イントランスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第11期事業年度の第２四半期会計期間

(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成20年４月１日から平成20年９

月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社イントランスの平成20年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

株式会社イントランス(E05651)

四半期報告書

28/29



独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月12日

株式会社イントランス

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　和　田　慎　二　　　　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　飯　畑　史　朗　　　　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社イントランスの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第12期事業年度の第２四半期会計期間

(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９

月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。
　
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社イントランスの平成21年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点において

認められなかった。
　
追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は販売用不動産を計画どおりに取得できない

場合、または計画から大きく下回る価格にて売却せざるを得ない場合、もしくは売却そのものが難しい場合に

は、資金繰りが著しく悪化し、借入金の弁済が困難となる可能性がある状況にあり、継続企業の前提に重要な

疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されて

いる。四半期財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期財

務諸表に反映されていない。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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